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富山県公式 LINEへの接触促進業務 

委託に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 趣旨 

富山県公式 LINE による情報発信が利用者の生活シーンに直結する体験と、情報獲得スピ

ードの短さを訴求するプロモーションの実施にあたり、当該事業の企画・実施を行う事業者を選

定するための公募型プロポーザルを実施する。 

 

２ 委託業務の概要 

（１） 委託業務名  

富山県公式 LINEへの接触促進業務 

（２） 業務内容  

別紙１「業務委託仕様書」のとおり 

（３） 委託金額の上限額  

金８００千円（消費税及び地方消費税を含む。） 

※ 上記上限額とは別に、契約手続きにおいて予定価格を設定します。 

（４） 委託期間  

契約締結の日から令和８年３月３１日まで 

 

３ 参加資格 

本プロポーザルに参加できるものは、次に掲げる全ての項目を満たしている単独企業又

は複数の企業で構成する共同企業体とします。 

（１） 単独企業 

① 富山県庁及び県内で行う打ち合わせ等に常時参加できる体制をとれる者であること 

② 優れた企画制作能力を有し、提案内容を確実に遂行できる体制であること 

③ このプロポーザルの募集開始の日から採用者決定の日までの間に、富山県の指名停

止又は指名保留の措置期間中でない者であること 

④ 宗教団体や政治活動を主たる活動の目的としていないこと 

⑤ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないものであること 

⑥ 国税及び地方税を滞納していないこと 

⑦ 会社更生法の規定による更生手続開始の申立て及び民事再生法の規定による再生

手続き開始の申立てがなされている者でないこと 

⑧ 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条に規

定する暴力団又は暴力団員が実質的に経営に関与している法人その他の団体又は

個人に該当しない者であること。 
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（２） 共同企業体 

① 各構成員が（１）③～⑧に掲げる全ての項目を満たしている者であること 

② 共同企業体の代表者が、（１）①及び②を満たしている者であること 

③ 共同企業体が、２つ以上の者により自主的に結成されたものであること 

④ 構成員の出資比率が異なる場合は、出資比率の大きい者が代表者であること 

⑤ 各構成員が、本プロポーザルに参加する単独企業又は他の共同企業体の構成員で

はないこと 

⑥ 次の事項を定めた共同企業体に係る協定書（以下「協定書」という。）を締結している

こと又は当該業務委託契約の締結の日までに協定書の締結を予定していること 

 

 

 

 

 

 

４ プロポーザルの参加手続き 

本プロポーザルに参加を希望する場合は、令和７年１１月２８日（金）１７時までに以下の参

加申込用フォームよりお申し込みください。 

（参加申込用フォーム） https://shinsei.pref.toyama.lg.jp/WGprNREt 

 

５ 質問の受付 

本プロポーザルについて質問がある場合は、質問票（様式第１号）により提出してください。

電話及び口頭による質問は原則受け付けません。 

（１） 提出方法 電子メール（電話で到達確認をしてください。） 

（２） 提出先  富山県知事政策局広報課（連絡先は、「１１」を参照） 

（３） 質問受付期限 令和７年１１月２８日（金）１７時まで 

（４） 回答 

プロポーザルへの参加申込期限までに提出された質問については、随時質問提出者

へ電子メールで回答し、参加申込を締め切った後に全ての参加申込者に質問及び回

答内容を電子メールで回答する。 

 

６ 企画提案書等の提出 

（１） 提出書類 

① 企画提案書（Ａ４版） 

業務委託仕様書を踏まえ、業務の具体的な実施案を提案してください。 

ア 目的   イ 共同企業体の名称   ウ 構成員の名称及び所在地 

エ 代表者の名称   オ 代表者の権限   カ 出資を伴う場合の構成員の出資比率 

キ 構成員の責任   ク 業務履行中における構成員の脱退に対する措置 

ケ 業務履行中における構成員の破産又は解散に対する措置 

コ 解散後の瑕疵担保責任    サ 取引金融機関    シ その他必要な事項 
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② 概算見積書（様式任意） 

事業実施にかかる全ての経費（消費税及び地方消費税相当額を含む。）を算出し、見

積書を提出してください。また、積算の内訳がわかるように記載してください。 

③ 会社概要（様式第２号） 

※ 様式第２号の内容がすべて記載されていれば、任意の様式でも構いません。 

④ 委託業務を実施するための社内の実施体制及び配置担当者等（様式任意） 

⑤ 類似事業に関する過去の実績（様式第 3号） 

 

（２） 提出方法 電子メール（電話で到達確認をしてください。） 

       ※ ①～⑤を合わせて、可能な限り１つのＰＤＦファイルにして提出してください。 

        ※ データ容量が１０ＭＢを超える場合は、別途県からファイル交換サービスを案 

          内しますので、下記「１１」に記載のメールアドレスあて連絡願います。 

（３） 提 出 先 富山県知事政策局広報課（連絡先は、「１１」を参照） 

（４） 提出期限 令和７年１２月１０日（水）１７時（必着） 

（５） 企画提案書作成等の応募にかかる一切の経費は事業者の負担とします。 

（６） 提出されたデータは、審査の結果にかかわらず返却しません。 

 

７ 審査方法等 

（１） 審査方法 

・ 提出された企画提案書等及びオンライン（Zoom）でのプレゼンテーション（１社あたり２０

分）による審査を行い、最も評価点数の高いものを委託候補者として選定します。 

・ プレゼンテーションの日程及び Zoomの IDは別途通知します。 

・ プレゼンテーションの内容は、提出した企画提案書等の内容とします。 

・ 参加申込が多数の場合、企画提案書等に基づく一次審査（書面審査）を実施し、概ね

５社程度をプレゼンテーション審査の対象とします。 

（２） 審査基準 

別紙２のとおり 

（３） 審査結果通知 

審査結果については、選定の有無に関わらず、後日書面で通知します。なお、決定の経

緯、決定理由等に関する問合せには応じません。 

 

８ 契約 

選定された契約候補者とは、仕様書の内容を別途協議のうえ、契約を締結します。 

契約候補者が契約締結前に辞退した場合は、次順位者を契約候補者に選定し、契約締

結について協議します。 
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９ 留意事項 

（１） 提案は、参加業者１者につき１案とします。 

（２） 次に掲げる場合については提案を無効とします。 

・ 所定の日時までに所定の提出先に提出すべき書類を提出しなかった場合 

・ 本プロポーザルに関する条件、あらかじめ指示した事項等に違反した場合 

（３） 委託費には、受託者の旅費、資料の郵送費等の一切の附帯費用を含むものとします。 

（４） 参加申込書を提出後、事情により参加を辞退する場合は、辞退届（様式任意）を提出し

てください。 

（５） 受託者は、受託業務を実施するにあたり、業務上知り得た秘密を他に漏らし、又は自己

の利益のために利用することはできません。また、委託業務終了後も同様とします。 

 

１０ スケジュール 

（１） プロポーザル参加申込み・質問票提出期限令和７年１１月２８日（金）１７時 

（２） プロポーザル企画提案書等提出期限 ········ 令和７年１２月１０日（水）１７時 

（３） プレゼンテーションの実施 ······························ 令和７年１２月中旬 

（４） 審査結果通知  ················································· 令和７年１２月下旬 

 

１１ 提出・問合せ先 

〒９３０‐８５０１ 富山市新総曲輪１‐７ 

富山県知事政策局広報課 担当：蟹澤、石村 

電話番号：０７６‐４４４‐３１３３（直通） 

Ｅ‐ｍａｉｌ：akoho@pref.toyama.lg.jp 


